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調査報告

（5）資源化の取組みの課題
　資源化の取組みを進める上での課題についてヒアリングしたところ、以下の回答が得られた。

• 受け入れる廃棄物に異物・発酵不適物が混入していることで、設備の故障や負担増加等のトラブルが発生し

ている（全調査先共通）。

•廃棄物の収集量が減少傾向にあり、施設の稼働率の維持に苦慮している（D、F、G）。

•資源化物の利用先の確保に苦慮している（B）。

•施設運営のランニング費用が高額である（A、E、F、G、H）。

＜ランニング費用が高額になる要因例＞
•資源化設備の稼働に伴う電気代

•発電機のメンテナンス費用

•経年劣化による施設の修繕費

•リチウムイオンバッテリー等の異物混入による火災リスクへの対応費用

•設備の消耗品代

　今回の調査では、家庭の食品廃棄物を受け入れる堆肥化施設、メタン発酵施設及び固形燃料化施設を対象に、受

け入れる廃棄物の種類や食品廃棄物の回収状況、資源化開始による変化、資源化物の利用状況、資源化の取組み

の課題等を調査した。

　調査先では、家庭の食品廃棄物に加えて、事業から排出される食品廃棄物や下水汚泥、し尿・浄化槽汚泥、家

畜ふん尿等を受け入れる施設もあり、地域の廃棄物処理体制や施設の特徴に応じた資源化が行われていた。また、

堆肥化施設及びメタン発酵施設では、食品廃棄物を可燃ごみ等と分けて回収しており、一部の施設では、資源化の

開始に伴い可燃ごみや焼却灰の発生量が削減されたほか、廃棄物処理全体のコストが削減された事例も確認された。

　資源化によって得られた堆肥、液肥、乾燥肥料、バイオガス、固形燃料等は、農家や住民への肥料の提供、施

設内でのエネルギー利用、発電、燃料利用等、様 な々用途で活用されていた。一方で、全ての調査先で異物・発酵

不適物の混入が課題となっていたほか、廃棄物の受入量の減少、資源化物の利用先の確保、施設運営に係る費用

なども課題として挙げられた。

　家庭の食品廃棄物の資源化を継続的に進めるためには、食品廃棄物を資源化する施設を整備するだけでなく、地

域の実情に応じた分別・収集方法の工夫、異物混入の抑制、資源化物の安定した利用先の確保等、資源化の入口

から出口までを一体として捉えることが重要であると考えられる。
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3．まとめ

家庭から排出される食品廃棄物の資源循環に関する調査
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循環経済への転換の動向について

荒 井　眞 一 SHINICHI ARAI

令和８年版環境白書は、「循環経済（サーキュラーエ
コノミー）で日本列島を強く豊かに」がテーマとなった。
大量生産、大量消費、大量廃棄型の一方向型の線形経
済から循環経済に移行することによって、天然資源への
依存を低減し、再生資源を安定的に確保していくこと
が、環境保全や地域の持続性等を確保する上でも不可
欠であり、新たな成長につながるとしている。また、循
環経済は、脱炭素や自然環境の保全・再生等の環境施
策を支える土台であり、我が国の温室効果ガス排出量
の約36％を製造業、製品の使用、廃棄物部門での資源
循環の取組で削減できるとしている。国際的にも「循環
経済行動計画」やエコデザイン規則の導入等先進的な
EUの調査結果では、循環型経済に沿った行動によって
気候変動への影響は22％削減、金属資源の域外からの
輸入依存度も低下できるとしている。

循環経済は、従来の３Rに加え、資源・製品の価値
の最大化、資源消費の最小化、廃棄物の発生抑止等を
目指すシステムであり、Eliminate（廃棄や汚染を取り除
く）、Circulate（製品と原材料を、高い価値を保ったま
ま循環させつづける）、Regenerate（自然を再生する）を
原則としている。国際的な普及の動きとして、例えば交
渉中のプラスチック条約案では、製品デザインの変革、
廃棄物管理と責任等の点で循環経済の考え方が取り入
れられており、また、国際規格として測定・評価手法等

（ISO 5900群）も発行されている。
わが国は、第五次循環型社会形成推進基本計画

（2024）で、循環型社会形成に向けた循環経済への移行

を基本として、持続可能な地域・社会づくりやライフサ
イクル全体での資源循環等を重点としている。そして、
再資源化事業等高度化法による静脈産業と動脈産業
の連携による処理事業の高度化の認定制度の導入、ま
た、資源有効利用法の改正による事業者の再生資源の
利用の義務化、環境配慮設計の導入等が行われてき
た。本年４月の「循環経済行動計画」では、再生資源
供給サプライチェーンの強靭化や国際資源循環ネットワ
ークの構築、また、地域循環資源の徹底活用による地
域活性化や、「GREEN×EXPO2027」を契機として循
環経済の国民運動化も推進するとしている。

環境情報科学センターでは、地域循環共生圏の推進
のための研究提言（2022）で「資源循環・脱炭素社会」
を研究課題の一つとし、デジタルトランスフォーメーショ
ン、情報通信技術等に関して、トレーサビリティ、資源・
エネルギーの需給マッチング機能等が期待できる情報
プラットフォーム（PF）の包括的な研究等を提案してい
る。

資源循環ネットワークの形成等に関しては、再生材サ
プライチェーンの強靭化に向けた対策の方向性につい
て環境省の検討会が提言を行ったところであるが、特に
再資源化情報のネットワークに対してはJWセンターの電
子マニフェスト事業が、来年４月から施行される電子マ
ニフェストへの項目追加等も踏まえて、今後展開、寄与
することを期待している。
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